
新型コロナウイルス感染症対策
喜多方市独自の経済対策事業

産業部商工課

区分 NO. 事業名称 予算額 （万円） 備考

事業者支援 ① 小規模事業者活動応援補助金 10,000

事業者支援 ② 店舗等維持補助金 1,000

商工業支援 ③ 感染拡大防止対策補助金 3,000

雇用支援 ④ 雇用維持助成金 1,000

雇用支援 ⑤ 求職支援補助金 4,050

飲食業者支援 ⑥ 出前・テイクアウト支援事業 701.4

飲食業者支援 ⑦ 飲食業利用促進支援サイト制作・管理事業 50

商工業支援 ⑧ 新型コロナウイルス緊急影響調査 41.1

金融支援 ⑨ 福島県緊急経済対策資金信用保証料補助事業 500

金融支援 ⑩ 新型コロナウイルス対策特別資金利子補給事業 1,200

金融支援 ⑪ 新型コロナウイルス対策マル経利子補給事業 300



① 小規模事業者活動応援補助金 予算額 １億円

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている市内飲食業、

宿泊業、旅行業、観光業事業者に対し、雇用及び活動の維持
を図るため、補助金を交付する。

【 １ 事業の目的】

●対象者
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた市内飲食業、
宿泊業、旅行業、観光業事業者

●補助金額
２０万円（１回のみ）

【 ２ 事業の内容】

事業概要 事業イメージ

【 ３ 予算額】 １億円

補助金（20万円）を交付

●対象事業者 市内飲食業、宿泊業、旅行業、観光業

●要件 新型コロナウイルス感染拡大の影響を
受けている事業所

●補助額 １事業者 一律２０万円
●申請等 （期間） 令和２年５月～

（申請） 事業者から市へ申請（郵送を基本）
（支払） 請求後に速やかに指定口座に振込

新型
コロナウイルス
感染拡大

市内飲食業、

宿泊業、観光
業事業者への
影響大

事業者支援（飲食業・観光業など）



② 店舗等維持補助金 予算額 １，０００万円

●対象事業者 市内飲食業、宿泊業、旅行業、観光業のうち
賃貸物件での営業を行う事業者

●要件 ・前年同期に比して20％以上減少
・賃料の支払いがある事業者

●補助額 １事業者 10万円
●申請等 （期間） 令和２年５月～７月

（申請） 事業者から市へ申請（郵送を基本）
※活動応援補助金と一緒の申請

（支払） 請求後に指定口座に振込

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている市内飲食業、
宿泊業、旅行業、観光業事業者に対し、雇用及び活動の維持
を図るため、賃貸物件での営業活動を行う事業者に対し補助
金を交付する。

【 １事業の目的】

【 ２事業の概要】

【 ３予算額】 １,０００万円

●対象者
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた市内飲食業、宿泊
業、旅行業、観光業事業者のうち、賃貸物件での営業を行うこと
に伴い賃料の支払いがある事業者
●補助金額
10万円（１回のみ） ※要件 売上20％減少

●交付期間
令和２年５月～

新型
コロナウイルス
感染拡大

市内飲食業、

宿泊業、観光
業事業者への
影響大

事業者支援（飲食業・観光業など）

事業概要 事業イメージ

賃借物件への補助



③ 感染拡大防止対策補助金 予算額 ３，０００万円

新型コロナウイルスによる感染症の影響が懸念されるため、
市内商工業者の経済活動による感染を予防する。
また、国全体の経済機能が回復するまでの事業活動の継続
を支援する。

【 １ 事業の目的】

（1） 対象
市内商工業者
・市内に本社、本店、支店又は事業所等を有すること。

（2） 内容
市内商工業者が感染を防ぎ、事業を継続するための経費へ
補助 （３密、濃厚接触等を避け、感染を予防する経費や、
テレワークの導入、他業務への参入等で減収を防ぐ経費等

（3） 補助率等 補助率 ２/３以内 上限１０万円

【 ２ 事業の概要】

事業概要 事業イメージ

【 ３ 予算額】 ３，０００万円 商工業者

感染防止

正しい知識・必要な資材等

補
助
金

売上維持

新たな取組

事業継続

弁当

商工業者支援



新型コロナウイルス感染症の影響により業況等が悪化し、事
業活動の縮小を余儀なくされている中小企業の事業主が、一
時的に雇用者の休業等を行い、雇用の維持を図るため、事
業主が負担する休業手当、賃金等の負担額の一部を助成す
る国の特例措置による雇用調整助成金を活用した場合、事
業者の負担分を助成する。

④ 雇用維持助成金 予算額 １，０００万円

事業イメージ

【 １ 事業の目的】

事業概要

【 ２ 支援の対象】

●新型コロナウイルスの影響を受け、国の雇用調整助成金を
利用した事業主
●助成率：中小企業1/10 上限50万円

【 ３ 予算額】 １，０００万円

＜国の雇用調整助成金特例措置＞
●新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主
●中小企業の助成率 4/5
解雇等を行わない場合 9/10

●窓口 ハローワーク喜多方

特例措置を利用した事業者の負担分を市が補助
○助成率1/10 上限50万円

雇用支援



⑤ 求職支援補助金 予算額 ４，０５０万円

新型コロナウイルス感染の影響により、零細事業所の都合で
休業となった従業員（雇用調整助成金の非該当者）や
職を失った労働者を支援する。

【 １ 事業の目的】

●対象者
新型コロナウイルス感染の影響により、市内零細事業所（３人
以下）の都合で休業となった従業員、職を失った労働者
（※市民であること）

●補助金額
１人あたり上限９万円

●申請等
（期間） 令和２年５月～７月

（申請） 申請書、身分証明書の写し
（支払） 請求後に指定口座に振込

【 ２ 事業の内容】

事業概要 事業イメージ

【 ３ 予算額】 ４，０５０万円

<対象者の要件>
新型コロナウイルス感染の影響を受け、
市内零細事業所の都合で

●職を失った労働者
・４月１日以降に職を失った方
・失業給付金を受給できない労働者
・市雇用相談センターへの登録者 など

●休業となった従業員
・雇用調整助成金の対象とならなかった方
・出勤日数が15日以上の方 など

雇用支援



⑥ 出前・テイクアウト支援事業 予算額 ７０１万４千円

事業イメージ

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、事業に重大な影響を受けた
飲食業を支援する。

【 １事業の目的】

【 ２事業の概要】

【 ３予算額】 ７０１万４千円
出前やテイクアウトに対応できる飲食店のチラ
シを作成。
チラシには掲載されている飲食店で使える300
円の利用券をつける。
飲食店は後日申請書に使用された利用券を添
付して料金を申請する。

●出前やテイクアウトに対応できる飲食店を紹介するチラシを作
成し、チラシには掲載されている飲食店で使える300円の利用券
をつける。
●飲食店は後日申請書に使用された利用券を添付して料金を申
請する。
●事業を会津喜多方商工会議所及びきたかた商工会に委託する。

事業概要

出前・
テイクア
ウト

事業者支援（飲食業）



⑦ 飲食業利用促進支援サイト制作・管理事業 予算額 ５０万円

事業イメージ

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、事業に重大な影響を
受けた飲食業を支援する。

【 １事業の目的】

【 ２事業の概要】

【 ３予算額】 ５０万円

出前やテイクアウトに対応できる飲食店が掲載されたサイトを制
作し、市民に対して積極的な利用を促す。

事業概要

食べてまちのお店を

応援しよう！

飲食店を応援

ホームページ作成

事業者支援（飲食業）



⑧ 新型コロナウイルス緊急影響調査 予算額 ４１万１千円

事業イメージ

【 １事業の目的】

事業概要

【 ２事業概要】

会津喜多方商工会議所、きたかた商工会、喜多方観光物産協会
の会員等を中心に緊急影響調査を実施する。

【 ３予算額】 ４１万１千円

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、市内事業所に及ぶ
重大な影響を調査し、経済対策に反映する。

9件(2%)

10件(2%)

17件(3%)

19件(4%)

19件(4%)

20件(4%)

24件(5%)

29件(6%)

30件(6%)

32件(6%)

33件(7%)

34件(7%)

45件(9%)

50件(10%)

55件(11%)

83件(16%)

件 50件 100件

土地区画整理事業等の推進

その他

店舗共同化の支援

創業・業種転換の支援

IT化の支援

取引先の紹介・斡旋

経営者の研修制度や経営指導

オリジナル商品開発の支援

街路灯の整備、維持管理へ…

イベント開催への支援

後継者育成のための支援

道路、歩道、交通網の整備

地産地消の支援

まちなみ・景観の整備

融資制度の充実

空き店舗に対する支援

商工業者支援



⑨ 福島県緊急経済対策資金 信用保証料補助事業 予算額 ５００万円

事業イメージ

①福島県緊急経済対策資金「外的変化対応資金」利用時の補助率を２
分の１から100％に引き上げる。
②福島県緊急経済対策資金「新型コロナウイルス対策特別資金」利用
時の補助枠をその他の融資制度利用時の補助枠と別に設けることで対
象事業者を拡大する。
上記により、中小企業者の資金繰りを支援し、かつ借入に伴う金銭的
負担を軽減する。

【 １事業の目的】

【 ２事業概要】

【 ３予算額】 ５００万円

①
・新型コロナウイルス感染症により、売上高等が減少した中小企業者の
うち、「外的変化対応資金」を利用した中小企業者。
・補助率100％、補助上限額100万円。
②
・「新型コロナウイルス対策特別資金」利用時の補助枠については、従来
の運用では、平成23年度以降の補助累計額が100万円を超える事業所
は補助対象外となるが、運用の変更により、補助対象者が拡大となる。

中小企業者 金融機関 市

セーフティネット
認定申請

認定

信用保証
料支払い

融資実行

補助申請

（実績報告
を兼ねる）

経由

補助金交付

セーフティネット認定：融資要件として売上減少等について、
市の認定が必要となる。

借入金融機関を
通して支払い

金融支援

事業概要



⑩ 新型コロナウイルス対策特別資金 利子補給事業 予算額１，２００万円

事業イメージ

福島県緊急経済対策資金「新型コロナウイルス対策特別資金」
を利用した対象者に、支払利子のうち３年間分の利子を補助す
ることにより、中小企業者の資金繰りを支援し、かつ借入に伴
う金銭的負担を軽減する。

【 １事業の目的】

【 ２事業の概要】

【 ３予算額】 １，２００万円

福島県緊急経済対策資金「新型コロナウイルス対策特別資金」
の利用に伴う利子を100％補給する。

中小企業者 金融機関 市

融資実行

補助申請

返済

支払利息
証明書発行

実績報告

当該年度の最後の
利子支払い後

補助金交付

金融支援

事業概要



⑪ 新型コロナウイルス対策マル経利子補給事業 予算額 ３００万円

事業イメージ

日本政策金融公庫が実施する「新型コロナウイルス対策マル
経融資（小規模事業者経営改善資金）」の利子を100%補給す
ることで、新型コロナウイルスにより売上が減少した小規模事
業者の負担軽減を図る。

【 １事業の目的】

【 ２事業概要】

【 ３予算額】 ３００万円

「新型コロナウイルス対策マル経」利用に伴う利子を、商工会議
所・商工会を通して市が100%補給する。

中小企業者 会議所・商工会 市

融資申込

返済（毎月））

会議所・商工会経由で
日本政策金融公庫へ

日本政策金融公庫へ

実績報告

会議所・商工会にて
取りまとめて提出

補助金交付

会議所・商工会へ
一括交付

事業者へ

金融支援

事業概要


